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WASCプロジェクトの国際比較データ
～３つの国際比較調査プラス独自調査を束ねる試み～

池田 謙一（同志社大学）
竹本 圭佑（日本学術振興会・東京工業大学大学院）

WASC プロジェクトという言葉を聞いて、いったいなんだろうと思われるかもしれない。それ
もそのはず、秘密めいて聞こえるが WASC（ワスク）とは筆者を代表として実施した 4 つの全国
パネル調査の頭文字の組み合わせで、共同研究者の間でそう呼び慣らしてきたすぎない。ここで
ご紹介させていただきたい。

2010 － 2013 年の間にこのプロジェクトでは、世界価値観調査（WVS: World Values Survey）、
アジアン・バロメータ調査（ABS: Asian Barometer Survey）、選挙制度の効果の国際比較調査（CSES: 
Comparative Study of Electoral Systems）の各日本調査、更にこれら３調査を補完する形でのソー
シャルネットワーク調査をはさんだ研究を実施してきた（調査順に頭文字でWASCとなる。Sはソー
シャルネットワークの S である）。学術振興会科学研究費 基盤研究（S）（課題番号：21223001」）
によるもので、研究の参加者は筆者ら以外、山田真裕（関西学院大。以下いずれも現職）、谷口尚
子（東京工業大）、安野智子（中央大）、前田幸男（東京大）、繁桝江里（青山学院大）、小林哲郎

（国立情報学研）、稲増一憲（関西学院大）、山崎聖子（電通）の各氏という社会心理学者と政治学
者のコラボレーションであった。

１．ＷＡＳＣデータの公開と目的
このプロジェクトは終了後、公開データを整

備し、現在公開の手続き完了待ちとなっている。
近々に東京大学社会科学研究所のアーカイブ
SSJDA から利用可能となる。

WASC のコンセプトは、規模の大きな国際比
較調査として知られる 3 つの調査に加えてソー
シャルネットワーク関連の調査を一つのパネル
調査として実施し、比較調査「間」の分析を日
本データに限って行えるようにした点にある。
このことによって、それぞれの調査目的に沿っ

たテーマの検討を進めるのみならず、相互にク
ロスオーバーする分析を行う中で、社会心理学
や政治学の視点から日本人／ヒトの政治的・社
会的な行動・信念の構図を明らかにすることを
目的とした。世界的なデータ公開の実績豊かな
大規模国際比較調査の複合調査であるという国
際性、それぞれ数度目の比較研究であるという
点で現代の重要な「変化」の把握を可能にする
継続性、複数の研究領域の仮説検証・発見を促
進する多彩な調査項目を持つ複眼性をキーワー
ドとした。
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２．ＷＡＳＣ内個々の調査
2010 年度に実施されたのは WVS 第６波であ

る。この調査は、ミシガン大学のイングルハー
ト教授の「脱物質主義的価値」の主張を支える
べく発展し、世界規模に拡張された調査で、異
なる文明世界の比較データを取得することで、
世界の価値マップを取得し、文明の共生の可能
性を追求する基礎データとなり得ている ( 参加
80 ヶ国以上）。調査項目は、広く人間の生活意
識に根ざしたライフスタイル、生活満足感、人
生観、仕事観、人間観、宗教観から、政治意識
や国家と社会への意識、脱物質主義的価値観ま
でを含んでいる。

2011 年度にはアジアン・バロメータ調査 (ABS) 
第３波（参加 13 ヶ国）を実施した。アジア地域
の民主主義観・民主化支持態度を制度・文化・
経済との関連で検討するものであり、その上で
グローバル・バロメータと連携し、認知レベル
の世界的な社会・政治指標の整備を目的として
いる（＋ 55 ヶ国）。

ABS の方で検討してきた調査項目は、個々の
市民が抱く「民主主義」の意味を推定する多様
な尺度、選挙制度、議会、中央官庁、メディア
などの制度への信頼、投票、陳情・請願、献金、
デモ参加経験などの政治参加、各種団体・組織
への社会参加、政治関心・政党支持・イデオロ
ギー、経済評価などに加えて、政治や社会倫理、
社会関係に関するアジア的価値を推定する多様
な尺度である。各波を通じて、中国メインラン
ドの大規模で詳細な実査を含む点にも大きな強
みを持つ。

2012 年度には本研究独自のソーシャルネット
ワーク調査を実施した。過去に筆者らのグルー
プが実施してきた調査の枠組みの線上にあるも
ので、筆者の加わった 1992 年の日米英独西の
CNEP 選挙比較プロジェクト、複数の国政選挙
のパネル調査を行った JES2, JES3, JES4(1992-
2007 で断続的に実施 ) 、また専門メンバーとし
て加わった JGSS2003 でも関連データが取得さ
れている。ソーシャルネットワーク調査を組む
のは、ソーシャルネットワークが価値・参加・
信頼・生活満足を育む揺りかごであると同時に
それらを社会的に埋め込む制約でもあるとの本
プロジェクトの信念による。

調査項目としては、社会関係資本論の深化

に寄与するような、人々の対人的信頼や互酬性
などの信念、日常的コミュニケーションの中で
の他者との重層的なネットワーク測定のための
ネットワークバッテリ、社会関係のタテとヨコ
の多様性を測定するポジションジェネレータ等
の指標を含め、ネットワーク内の水平性／垂直
性や社会的・政治的同質性／異質性とその効果
を分化して測定できるように設計した。

2013 年の参院選時に合わせた選挙制度の効果
研究 CSES 第４波は、参加約 50 ヶ国に達し、各
国の国政選挙に焦点を当てて政治参加・政治的
効力感・政治業績認識を制度の関数として検討
するものである。主要な項目としては、民主主
義への満足感、政治参加の効力感、投票の意味
の認識、投票選好関連質問群 ( 政党支持、政党
感情温度計、本人および政党のイデオロギー的
位置認知、政治リーダー認知、業績評価、将来
期待 )、政治知識度があり、今回は政治コミュニ
ケーション・メディアの関連項目がインターネッ
トも含めて重点的に尋ねられた。

この研究の文脈では、選挙制度を含む政治制
度のマクロな要因がもたらす、人々の政治参加
への影響力にも大きな関心があるため、政治制
度に関わる要因を指標化して国際比較データの
中に組み込むことが通例となっている。そうす
ることで、政治参加の基本的な枠組みである投
票行動におけるマクロな制度変数との規定関係
が検討可能となる。

３．ＷＡＳＣの実査
実査は日本リサーチセンターに委託したが、

最初の WVS の実施後に東日本大震災が発生
し、その後の調査環境の悪化の下に悪戦苦闘
することとなった。WVS の結果は有効回収数
2,443( 回収率 57.5%) と良好であったが、翌年度
の ABS は新規対象 4,500、前年度継続 907 で実
施したものの、回収率 35.2%( 有効回収数 1,880)
であった。３年目のソーシャルネットワーク調
査は、研究費ショートもあって調査対象者は
WVS, ABS において次回調査協力の承諾を得た
パネルサンプルで、有効回収数は 1,127( 回収率
73.9％ )、最終年度の CSES 調査はこれまでに調
査協力の承諾を得たパネル対象 1,124、新規対
象 3,060 として実施し、有効回収数は 1,937、回
収率は 46.3％であった。全体として、パネルデー
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タとしての継続サンプルを目標通りには取得で
きず、国際比較間でのクロスした分析は２つの
調査間では可能というレベルであるが、３つを
通した分析はかなり苦しくなっている。調査環
境上の悪条件があった上、各調査票の長さにも
取得データを減少させる要因があった。調査ご
とのウェイトの補正の係数も３波、４波では高
い傾向がある。

回答者の重なりを見よう。WVS のみの回答者
が 1,838、CSES のみが 1,037 とそれぞれが独立
した調査のようになり、全体通して回答のあっ
た対象者は 341 で当初の見通しの半分であった。
ABS・ネットワーク調査と CSES の３回の回答
者でも 517 である一方、ABS・ネットワーク調
査の２回回答は 1,079、ABS・CSES で 885、ネッ
トワーク調査・CSES で 866 など、調査間の検
討の意義の高い組み合わせがある。

このように反省点は多々あるが、それでも筆
者はこうした試みは以後にも続けられるべきも
のと考える。ABS や CSES 国際比較の第１波か
ら参加してきたが、個々にばらばらに参加して
いるだけでは不十分だという思いをいだいてき
たからである。２点検討しよう。

４．ＷＡＳＣの２つの強み
まず指摘したいのは、日本データの特異性と

世界的な研究者ネットワークの中でのデータ取
得の持つメリットである。

日本で行われる国際比較プロジェクトには「日
本発」を強調して価値の高いデータを取得しな
がら、結果として世界的な利用につながってい
ない「もったいない」データがある。本プロジェ
クトでは、まず日本データを国際的な利用に供
与することを重要目的の一つとし、各比較調査
の国際コミッティーに参加し、調査票作成時か
ら貢献するという、いわば国連参加方式で調査
に加わった。その中で日本データの価値を生か
したいのである。

日本は非西欧国家の中でほぼ唯一 70 年に渡
る民主主義の経験を持つ。また同様に経済・社
会発展の視点からも非西欧型のモデルケースの
一つである。さらに価値の視点からは、独自の
文化を形成してきたことはハンチントンやイン
グルハートの主張を通じて広く支持されている。
したがって、西欧で形成された諸種の社会理論

が日本に適用可能かどうかを検討することは、
それら理論の通文化性、一般化可能性に関する
重要なテストとなりうる。またアジア各国との
比較において、日本の民主主義や社会・政治参
加経験、社会関係資本の構造が、多様な文化的
要素を持つアジアの中でも広く当てはまるかど
うか、実証分析の出発点となる (Ikeda & Richey, 
2011)。つまり、日本が中心となって国際比較調
査を実施することが日本データのキモなのでは
なく、国際比較データセットに日本のデータを
含め、上記の検討を可能にすることそのものが
重要なのである。

次に、国際比較調査を串刺しで取得するメリッ
トに着目したい。

ここで実施された３つの国際比較調査はその
主眼が互いに異なりながらも、いずれも多様化
し激変する社会の中で人々の社会との関わり方
を系統的に検討するプロジェクトである。３デー
タを同じ対象者から取得することで意義の高い
相補的な研究が可能となる。

例として、ABS と他調査とをジョイントした
分析を考えてみよう。ABS はアジア的価値と民
主化意識のデータであるが、それが世界の価値
マップの中でどこに位置するかは必ずしも明ら
かではなく、WVS データは逆に広い範囲の文
化やライフスタイル・生活行動をカバーするあ
まりにアジア的価値の位置づけを詰め切れてい
ない。両者を組み合わせる価値はここにある。
CSES は選挙制度と政治行動の連関を解く上で
欠かせないデータであるが、政治行動と民主主
義への支持的価値・態度、アジア的価値・態度
の関連性を念入りに検討することはできない。
ABS と CSES との組み合わせのもつ意味である。
ソーシャルネットワーク・データとの関連では、
日本人の政治参加関連行動がいかなる価値的な
変動、社会関係資本やソーシャルネットワーク
の様態の変動に裏打ちされているかが相互参照
的に検討可能となる。

もちろん、これら比較調査を離れて、ここで分
析したい変数どうしを一つの全国調査で取得す
るという手法もあるが、それでは国際的なインパ
クトを狙うには弱い。WASC データの英語版を
提供することで、巨大な数に上る各国際比較調
査の利用者から、WASC の日本データの特異性
に目を向け、分析に挑んでほしいと望んでいる。
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現在、WASC に基づいた２冊の書籍を準備中
である。諸般の事情で遅れがちだが、準備途上
の分析を垣間見ていただくことでこのデータの
価値の一端を知っていただきたい。

５．ＷＶＳの国際比較：信頼の分析
まず WVS の中から、他者の一般的信頼に関

するデータを紹介しよう。他者に対する信頼のあ
り方や政府や政治に対する制度信頼のあり方が、
現代に生きるわれわれにとって重要な位置を占
めるという指摘は 1990 年代から多く指摘される
ようになった。WVS では、古く 1981 年から多
国間でこれらの信頼のデータを取得している。

他者に対する信頼は、未知の他者に接したと
きにその他者を信頼しうる確率認識に関する一
般的信頼と家族や知人や隣人といった具体的な
他者への信頼に分けて考えられる。そして一般
的信頼の高さは山岸 (1998) も指摘するように、
私たちがソーシャルネットワークを開放的に拡
大し、さまざまなポジティブな機会をもたらす
重要な推進力である。

WVS では長期にわたり、一般的信頼に関する
問いを「一般的にいって人はだいたいにおいて
信用できると思いますか、それとも人と付き合
うには用心するにこしたことはないと思います
か」という形で尋ねてきた ( この設問における「信
用」は学術的には「信頼」の意。この設問方法
には異論もある )。

世界の広い地域で、制度に対する信頼は 1990
年代にはその低下が憂慮され、社会システムの
正統性を揺るがしかねないと考えられているが、
他者に対する信頼はどうも同じ方向では変化し
ていない。一般的信頼について、WVS の「だい

たい信用できる」の回答を簡潔のため東アジア
の日中韓、および西欧であるアメリカとドイツ
について時系列で並べてみたのが、図１である。

興味深いことに、中国人の一般的信頼が全般
的に高い。またその数値は幅を持ちながらも時
系列的に安定している（1981年のデータはない）。
一方、日本人は約４割が信頼するという回答を
しており、これもまた 30 年の間にほとんど水準
の変動がない。日本人の世の情けが薄くなった
というのは俗説である。アメリカの数値は 1990
年を除き、日本とほぼ同じで安定している一方、
ドイツは上昇傾向、韓国は低下傾向にある。

こうした観察だけでも多くの問いを投げかけ
ることができる。いわく、制度や文化・歴史と
の関連で一般的信頼のレベルはどう変動するの
か、制度信頼とは相互関連はないのか、なぜ中
国でとりわけ信頼が高いのか、などである。世
界規模に渡るデータであるからこそ、計量的に
これらの問いを解き明かす分析が可能となる（ち
なみに中国人の一般的信頼が高いのは他のデー
タ取得方法でも知られている）。

次に、他者への一般的信頼が、より具体的な
他者への信頼とどのように相関しているか見て
おきたい。図２は、先ほどの「だいたい信用で
きる」という回答と同じ問いの片方の選択肢で
ある「用心するにこしたことはない」の回答と
の差、つまり信頼と不信の差異（「信用」の％マ
イナス「用心」の％）によって、具体的な他者
に対する信用の度合いがどの程度異なるかを５
カ国についてグラフに示したものである。

図を見ると、家族に対する信頼は一般的信頼
の「信用」者と「用心」者の間でほとんど差がなく、
各国で％表示が 5% 以下であり、いずれの国で

日本 韓国 中国 アメリカ ドイツ(西ドイツ：1981年)
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図１「一般的にいって人はだいたい信用できる」
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も誰しも家族を基本的に信用していることがわ
かる。それと対比するように、隣人や個人的な
知り合いといった知人のレベルではその度合い
は差をもたらしており、知人より隣人が「用心」
の対象として警戒されていることが見える。

さらに一般的信頼の概念が含意していた未知
の他者に該当すると思われる初対面の人、自分
とは異なる宗教の人、自分とは異なる国籍の人
の人々では差異は大きく拡大する。そして、一
般的信頼が高いとされるアメリカ人で、意外に
も「用心する」回答者の不信の割合はそれぞれ
最大を占めた。

また、アメリカやドイツは、日中韓よりも宗
教的多様性や出身国の多様性が高いはずである
が、それでも差異の値は日中韓よりも高い。さ
らに中国人は「用心」の回答をした人々でも未
知の他者のカテゴリーに対して不信の度合いが
高くならないことが見て取れる。

このグラフだけからでも、日本人も含めて他
者一般への信頼の高さは異質で未知な他者への
信頼の基盤となっていることを示唆していると
同時に、国ごとの差異に意外の観をもたらすこ
とが判明した。この先に分析を進めてここで何
が生じているかを明らかにするには、WVS で獲
得した多数の国でのデータの分析が大いに寄与
するだろう。

６．ＡＢＳとソーシャルネットワーク調査の
　　パネル分析：アジア的価値の効果

次に、ABS の” Traditionalism”（15 項目）と”
Authoritarian vs. Democratic Values” （11 項 目 ）
と名付けられた設問群がアジア的価値を測定し

ているとみなし、その構造を因子分析によって
検討した。具体的には、反転処理ののち主成分
分析に基づいた平行分析を行い、因子数を 6 と
定めたうえで、最尤法による因子分析で得られ
た結果をプロマックス回転した。

表１にみるように、このモデルの因子は、第
一因子は公的パターナリズム、第二因子は私的
パターナリズム、第三因子は公的調和志向、第
四因子は私的調和志向、第五因子は私的長期志
向、第六因子は私的集団主義と命名できるだろ
う。しばしば儒教的対人関係の特徴の一つに私
的領域と公的領域のオーバーラップが挙げられ
る（Yum, 1988）が、ABS では日本・台湾・韓国・
タイにおいて社会に対する規範と個人に対する
規範は別個の因子として抽出されている（中国
では一部オーバーラップする）。因子間相関は基
本的には正の相関関係を示しているが、因子に
よっては負の相関が見られたり無相関であった
りと “アジア的価値” も一枚岩ではない。

東アジアの伝統的な価値観が儒教の影響を強
く受けており、欧米のそれとは対照的であるこ
とは古くから知られていたが、民主主義と絡め
て議論されるようになったのは実は最近になっ
てからである。冷戦構造の崩壊と東アジアへの
民主化の波の到来（例えば、Lee, 1994; Kim, 
1994）と、水平的なネットワークと自発的な集
団参加に特徴づけられる社会関係資本の研究

（Putnam, Leonardi, & Nanetti, 1994）が注目を
集めて以降であり、現在もフロンティアとして
研究が進められている。

それ以前の研究は対人関係的な特性の分析に
焦点を当てていた。たとえば Yum (1988) では儒

ドイツアメリカ韓国 中国日本
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図２　個別他者信頼の度合いは他者一般への信頼によってどれだけ異なるか
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factor1 factor2 factor3 factor4 factor5 factor6 共通性

Traditionalism ほとんどの人は信頼できる 0.04 -0.08 -0.10 0.10 0.04 0.23 0.08

家族のためには、自分の個人的利益は二
の次にすべきだ -0.11 0.01 0.09 0.08 0.18 0.25 0.17

集団の中では、全体の利益のために個人
の利益を犠牲にするべきだ 0.03 -0.06 0.04 -0.02 -0.03 0.77 0.56

国益のために、個人の利益は犠牲にして
もよい 0.04 0.18 -0.02 -0.03 -0.07 0.61 0.41

人とつき合うときは、長期にわたる人間
関係を深めることの方が、目先の利益を
守ることよりも重要だ

0.06 -0.05 -0.04 -0.02 0.63 0.07 0.41

人とつき合うときは、目先の利益を追う
だけではなく将来の見通しについても考
えるべきだ

0.00 0.11 0.01 -0.04 0.65 -0.10 0.39

たとえ理不尽でも、子どもは親の要求に
従うべきだ -0.02 0.63 0.04 -0.12 0.05 -0.01 0.34

姑と嫁が対立した時は、たとえ姑が間
違っていても、姑に従うように夫は妻を
説得するべきである

-0.05 0.69 -0.07 0.01 -0.02 -0.00 0.43

生徒なら教師の権威を疑うべきではない 0.07 0.37 0.01 0.19 0.10 0.09 0.33

集団の中では和を重んじ、　いさかいを
避けるべきだ -0.03 -0.03 0.05 0.53 0.17 0.06 0.40

たとえ人と意見の不一致が　あったとし
ても対立は避けるべきである 0.00 -0.07 -0.03 0.83 -0.07 -0.02 0.59

職場の同僚たちが反対するのであれば、
自分の意見に固執するべきではない -0.02 0.08 -0.05 0.44 0.00 0.03 0.22

裕福になるか貧しくなるか、成功するか
失敗するかはすべて運命によって決まっ
ている

0.08 0.25 0.09 0.26 -0.15 -0.09 0.26

子どもを１人だけ持つならば、女の子よ
り男の子のほうが良い 0.01 0.30 0.00 0.03 0.01 0.03 0.11

人とつき合うときは、一時的な損益だけ
にとらわれるべきではない -0.08 -0.02 -0.03 0.04 0.45 -0.01 0.23

Authoritarian vs.
Democratic Values

法を解釈する場合、政府は宗教上の指導
者に相談するべきである 0.52 -0.06 -0.11 -0.01 -0.07 0.04 0.21

女性は男性ほど政治に関わるべきでな
い . 0.39 0.17 0.01 -0.05 -0.02 -0.06 0.24

教育のない人でも、高い教育を受けた人
と同じくらい、政治に対して発言権を持
つべきだ

0.19 0.04 -0.02 -0.04 -0.17 0.02 0.08

政府のリーダーたちは家長のようなもの
で、われわれは彼らの決定にすべて従う
べきだ

0.68 0.01 -0.09 0.02 0.00 0.09 0.43

社会の中で特定の思想を議論してよいか
どうかは政府が決定すべきだ 0.74 -0.03 -0.02 0.01 0.05 -0.06 0.51

人々が多くの団体を組織すると、地域の
調和が崩れるだろう 0.08 -0.02 0.54 -0.06 0.01 -0.00 0.32

重要な問題については、裁判官は行政府
側の主張に沿った判決を下すべきである 0.50 -0.02 0.20 0.02 -0.06 -0.04 0.41

常に国会に監視されていたら、政府は重
要な仕事をなしとげられない 0.17 0.00 0.47 -0.03 0.04 -0.08 0.33

倫理的に正しいリーダーには、すべての
決定をゆだねることができる 0.39 0.00 0.19 0.04 0.05 0.03 0.29

もし人々の考え方があまりにも多様すぎ
たら、社会は無秩序になるだろう -0.14 0.00 0.80 0.03 -0.06 0.03 0.56

国が困難な状況に直面したときには、政
府は事態に対応するために法律を無視し
てもよい

0.26 -0.07 0.12 -0.08 0.04 0.13 0.11

固有値 2.897 2.205 2.284 2.056 1.526 1.488

表１　アジア的価値の因子構造
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教圏における対人関係の特徴として、①相手（と
の関係性や地位）によって態度が変わること、
②長期的で非対称な互酬性、③「ウチ」と「ソト」
の区別、④契約に基づかない非公式なやり取り
の利用、⑤私的領域と公的領域のオーバーラッ
プ、の５つが挙げられている。これらをよく満
たすのは、同質性の高い集団成員が長期にわたっ
て固定され強く密に結合した小集団である。今
回、ソーシャルネットワークにおいて何が生じ
ているのか日本データで検討してみよう。

WASC の第 3 波はソーシャルネットワーク調
査であるから、さきの第２波の因子分析で得ら
れた因子が第３波のソーシャルネットワークを
予測できるか見るのである。アジア的価値が上
述の関係性を志向させるならば、アジア的価値
にコミットするほど、関係を結ぶ他者の人数は
少なくなり、考え方の類似した相手と強い関係
性を結んでいると予想できる。

SEM による分析を試みた結果が図３である。
観測変数から潜在変数へのパスや因子間の相関
関係、誤差は見やすさのために省略した。図３
中の「ネットワーク内異論頻度」ならびに「ネッ
トワーク内親密度」での “ネットワーク” は、調
査回答者が重要なことを相談したり、政治につ
いて話し合う相手（最大 4 人）であり、基本的
には強い紐帯である。弱い紐帯のネットワーク
サイズとしては年賀状を出す人数を指標として
用いることとした。

ここでは興味深く解釈しやすい関係のみ取り
上げよう。公的パターナリズムを表現する第１
因子はネットワークサイズと社会参加（団体へ
の参加数：ABS データ）に負の効果を持つが、

ネットワーク内親密度に対しては正の効果を及
ぼしていた。これは、強く密に結合した小集団
というアジア的価値に基づいた予測に一致する。
一方で、第５因子（私的長期志向）はネットワー
ク内親密度、ネットワークサイズ、社会参加の
それぞれに正の効果が確認できた。長期的な関
係を志向している以上、紐帯のメンテナンスに
余念がないのは当然といえば当然ではあるが、
他方でアジア的価値から非アジア的な構造が予
測されたことは興味深い。ヒトやモノの流動化
やコミュニケーション・メディアの発達によっ
て、新たな相手と関係を結ぶ機会が増加したこ
とがその原因の１つとして挙げられるだろうか。

このように、民主主義の浸透した日本におい
ても、アジア的価値は社会の中でのその位置づ
けが変化しつつも今に至るまで我々の関係の在
り方に影響を与え続けている。今後も深化した
研究が必要なゆえんである。

７．データのもたらす可能性
以上見てきたように、国際比較を多様に可能

にすると同時に異なる国際比較調査の中の日本
データ内でのクロス分析を可能にすることで、
私たち日本人を取り巻く複合的な社会的・制度
的・文化的制約の様相を浮かび上がらせること
が可能となる。多くの方が WASC データを用い
て研究成果をあげられることを願ってやまない。
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図３　アジア的価値がソーシャルネットワークに与える効果
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9月の時事世論調査
　10月の時事世論調査によると、
安倍内閣の支持率は前月から1.3
ポイント微増して39.8%。5か月
ぶりの増加となった。不支持率
は前月比3.6ポイント減の37.7％
で、３か月ぶりに支持率の方が
上回った。内閣改造の影響とも
みられるが、大幅な支持率回復
とはならなかった。
　調査は全国の成人男女2,000
人を対象に、個別面接聴取法で
10月9日から12日に実施。有効
回収（率）は 1,285（64.3％）。

　この時期の国内の動きは、
自民党総裁選、無投票再選：

自民党総裁選は8日告示され、安
倍晋三首相が無投票で再選され
た（9月8日）。

記録的豪雨で鬼怒川決壊：台
風18号や低気圧の影響で関東や
東北は記録的な大雨となり、茨
城県常総市では鬼怒川の堤防が
66年ぶりに決壊した（9月10日）。

阿蘇山が噴火：熊本県・阿蘇
山の中岳で噴火が発生、気象庁
は噴火警戒レベルを２から３に
引き上げた（9月14日）。

辺野古埋め立て承認取り消し
へ：沖縄県の翁長知事は、米軍
普天間基地の移設先である名護
市辺野古の埋め立て承認を取り消
す手続きに入ると表明（9月14日）。

安全保障関連法成立：19日未
明、安全保障関連法（平和安全法
制整備法、国際平和支援法）が参
院本会議で自民、公明両党など
の賛成多数で可決、成立した（9
月19日）。

80歳以上1000万人超える：
総務省は敬老の日に合わせ高齢
者の人口推計を公表。65歳以上

オバマ米大統領とワシントンで
会談。南シナ海領有権問題や人
権問題はかみ合わず（9月25日）。

カタルーニャ州議会選で独立
派勝利：スペインのカタルーニャ
自治州議会選挙で、中央政府か
ら分離独立を目指す勢力が過半
数議席を確保した（9月27日）。

アンカラで自爆テロか：トル
コの首都アンカラのデモ集会開
催地で、大規模な爆発が連続し
て起き、少なくとも86人が死亡、
186人が負傷と報じられる（10
月10日）。

　政党支持率　自民党は前月比
0.9ポイント増の24.2％だった。
民主党は0.7ポイント減の4.2％、
公明党は3.4％で変わらず。共産
党は1.1ポイント増の2.3%、維
新の党は0.7ポイント減の1.2％、
社民党は0.6ポイント増の0.7％。
支持政党なしは62.3％で前月よ
り1.2ポイント減少した。

　国民の景気感　「良くなった」
は前月比で0.6ポイント減少し
7.0％、「悪くなった」も0.7ポイン
ト減少して23.0％となった。時
事世論景気指数は前月と変わら
ず123であった。

　暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月比0.4ポ
イント増の5.6％、「苦しくなった」
は1.1ポイント増加して26.6％と
なった。

は過去最高の3384万人、80歳
以上は1002万人となった（9月
20日）。

おおさか維新、結党表明：橋
下徹大阪市長と松井一郎大阪府
知事は、国政新党「おおさか維新
の会」の旗揚げを発表（10月1日）。

T P P大筋合意：米アトランタ
で開かれた環太平洋経済連携協
定の交渉は、共同記者会見で大
筋合意に達したと発表。12カ国
が参加し、世界のG D Pの4割近
くを占める自由貿易圏が誕生す
る（10月5日）。

２分野でノーベル賞受賞：ノー
ベル医学生理学賞に大村智・北里
大学特別栄誉教授ら3人が、物理
学賞に梶田隆章・東京大宇宙線
研究所長ら2人が選ばれた。日本
の受賞者はこれで24人（10月6日）。

安倍内閣改造：閣僚19人中主
要大臣ら9人と党四役は留任、初
入閣は9人だった（10月7日）。

　国外では、
アボット豪首相辞任：オース

トラリアの与党・自由党の党首
選でアボット党首がターンブル
氏に敗れ、首相辞任へ（9月14日）。

チリでM8.3の地震：南米チリ
中部沖でマグニチュード8.3の地
震が発生。津波や建物の倒壊で
避難民が多数、A F P通信は死者
10名と発表（9月17日）。

ギリシャ与党勝利：ギリシャ
の総選挙でチプラス前首相率い
る与党の急進左派連合が第一党
を守り、緊縮策を続けることに（9
月20日）。

E U難民受け入れ分担：欧州連
合は臨時閣僚理事会で、増え続
ける難民に対し12万人の受け入
れ分担を賛成多数で可決したが、
中東欧諸国が反発（9月22日）。

V W排 ガ ス 不 正1100万 台：
ドイツ自動車大手フォルクスワー
ゲンは、米当局に指 摘された
ディーゼル車の排ガス不正操作
について、同様の問題がある車
が世界で1100万台規模に達する
可能性があると発表（9月22日）。

米中首脳会談：国賓として訪
米した中国の習近平国家主席は

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2007年 08年 09年 10年 11年 12年 13年 14年
117.2 42.0 61.0 96.8 84.1 97.2 143.8 129.1 
14年 （9月）（10月）（11月）（12月） 15年 （１月）（２月）

120 113 110 112 115 119
（３月）（４月）（５月）（６月）（７月）（８月）（9月）（10月）

124 130 134 131 124 132 123 123
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